
参考 政５－（５） 

活動火山対策特別措置法（昭和四十八年法律第六十一号）（抄） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、火山の爆発その他の火山現象により著しい被害を受け、又は受ける

おそれがあると認められる地域等について、活動火山対策の総合的な推進に関する基本

的な指針を策定し、警戒避難体制の整備を図り、避難施設、防災営農施設等の整備及び

降灰除去事業の実施を促進する等特別の措置を講ずるとともに、火山調査研究推進本部

を設置すること等により、活動火山対策の強化を図り、もつて当該地域における住民、

登山者その他の者（以下「住民等」という。）の生命及び身体の安全並びに住民の生活及

び農林漁業、中小企業等の経営の安定を図ることを目的とする。 

 

第六章 火山調査研究推進本部 

（火山調査研究推進本部の設置及び所掌事務） 

第三十一条 文部科学省に、火山調査研究推進本部（以下「本部」という。）を置く。 

２ 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 火山に関する観測、測量、調査及び研究の推進について総合的かつ基本的な施策を

立案すること。 

二 関係行政機関の火山に関する調査研究予算等の事務の調整を行うこと。 

三 火山に関する総合的な調査観測計画を策定すること。 

四 火山に関する観測、測量、調査又は研究を行う関係行政機関、大学等の調査結果等

を収集し、整理し、及び分析し、並びにこれに基づき総合的な評価を行うこと。 

五 前号の評価に基づき、広報を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、法令の規定により本部に属させられた事務 

３ 本部は、前項第一号に掲げる事務を行うに当たつては、中央防災会議の意見を聴かな

ければならない。 

４ 本部の事務を行うに当たつては、気象業務法（昭和二十七年法律第百六十五号）に基

づく業務が円滑に実施されるよう配慮しなければならない。 

（本部の組織） 

第三十二条 本部の長は、火山調査研究推進本部長（以下「本部長」という。）とし、文部

科学大臣をもつて充てる。 

２ 本部長は、本部の事務を総括する。 

３ 本部に、火山調査研究推進本部員を置き、関係行政機関の職員のうちから文部科学大

臣が任命する。 

４ 本部の庶務は、文部科学省において総括し、及び処理する。ただし、政令で定めるも

のについては、文部科学省及び政令で定める行政機関において共同して処理する。 



５ 前各項に定めるもののほか、本部の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

（政策委員会） 

第三十三条 本部に、第三十一条第二項第一号から第三号まで、第五号及び第六号に掲げ

る事務について調査審議させるため、政策委員会を置く。 

２ 政策委員会の委員は、関係行政機関の職員及び学識経験のある者のうちから、文部科

学大臣が任命する。 

（火山調査委員会） 

第三十四条 本部に、第三十一条第二項第四号に掲げる事務を行わせるため、火山調査委

員会を置く。 

２ 火山調査委員会は、前項の事務に関し必要があると認めるときは、本部長に報告する

ものとする。 

３ 火山調査委員会の委員は、関係行政機関の職員及び学識経験のある者のうちから、文

部科学大臣が任命する。 

（地域に係る火山に関する情報の収集等） 

第三十五条 本部長は、気象庁長官に対し、第三十一条第二項第四号に掲げる事務のうち、

地域に係る火山に関する観測、測量、調査又は研究を行う関係行政機関、大学等の調査

結果等の収集を行うことを要請することができる。 

２ 気象庁長官は、前項の規定による要請を受けて収集を行つたときは、その成果を本部

長に報告するものとする。 

３ 気象庁、管区気象台及び沖縄気象台は、第一項の事務を行うに当たつては、地域火山

情報センターという名称を用いるものとする。 

（関係行政機関等の協力） 

第三十六条 本部長は、その所掌事務に関し、関係行政機関の長その他の関係者に対し、

資料の提供、意見の開陳その他の必要な協力を求めることができる。 


